
大和市告示第２２５号 

大和市認可外保育施設運営支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定め

る。 

平成２９年１２月１８日 

                   大和市長 大 木  哲   

 

大和市認可外保育施設運営支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

大和市認可外保育施設運営支援事業補助金交付要綱（平成２５年大和市告示第２１１号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、」を「のうち、子ども

のための教育・保育給付費補助金交付要綱（平成２８年８月９日府子本第５０６号内閣総理大

臣通知「子どものための教育・保育給付費補助金の国庫補助について」別紙。以下「国要綱」

という。）及び」に、「）及び」を「）に定めるものに対して、予算の範囲内で補助金を交

付することについて、」に改める。 

第１２条を第１３条とし、第１１条を第１２条とする。 

第１０条中「補助施設」を「補助事業者」に改め、「完了した」の次に「日（補助事業を中

止又は廃止した場合は、その承認を受けた日）の属する」を加え、同条を第１１条とする。 

第９条中「補助施設」を「補助事業者」に改め、同条を第１０条とする。 

第８条中「補助施設」を「補助事業者」に改め、同条を第９条とする。 

第７条中「補助施設」を「補助事業者」に改め、「補助金の交付の対象となる事業（以下

「」及び「」という。）」を削り、同条を第８条とする。 

第６条中「補助金の交付の決定を受けた補助対象施設（以下「補助施設」という。）」を

「補助事業者」に改め、同条第４号中「第２条」を「第３条」に改め、同条を第７条とする。 

第５条各号列記以外の部分を次のように改める。 

規則第６条第２項の条件は、次のとおりとする。 

第５条中第２号を第５号とし、第１号後段を削り、同号を第３号とし、同号の次に次の１号

を加える。 

(4) 市長の承認を受けて前号に定める財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

第５条に第１号及び第２号として次の２号を加え、同条を第６条とする。 

(1) 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合は、速やかに市長



の承認を受けなければならない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けなけれ

ばならない。 

第４条中「補助対象施設」を「補助の対象者」に改め、同条を第５条とし、第３条の次に次

の１条を加える。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、県要綱別表第２欄に定める基準額又は同表第３欄に定める対象経費の

実支出額のいずれか少ない方の額とする。ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合に

は、これを切り捨てるものとする。 

第３条を削る。 

第２条の見出しを「（補助の対象者）」に改め、同条中「補助金の交付の対象」を「補助の

対象者」に、「（以下「補助対象施設」という。）」を「を経営する者」に改め、同条中第３

号を削り、第４号を第３号とし、同条第５号中「又は認可化移行計画の期間内に満たす見込み

があること」を「（施設の設備については、認可化移行計画の期間内に当該基準を満たす見込

みがある場合を含む。）」に改め、同号ア(ｲ)中「基準（」の次に「ただし、」を、「規定す

る保育士の数」の次に「（以下「児童福祉施設基準保育士数」という。）」を加え、「保育従

事者」を「保育に従事する者」に、「当該保育士の数の３分の１以上」を「かつ、児童福祉施

設基準保育士数の３分の１以上の数」に改め、「看護師」の次に「（准看護師を含む。）の資

格を有する者（以下「看護師等」という。）」を加え、「ものに限る」を「施設であって市長

が認めるものについては、認可化移行計画の期間内に当該施設が児童福祉施設基準保育士数以

上の数の保育士を配置することを条件として、当該基準を満たしているものとみなすことがで

きる」に改め、同号アに次のように加える。 

(ｳ) 利用定員 ２０人以上 

第２条第５号イ(ｲ)中「基準（」の次に「ただし、」を、「規定する保育士の数」の次に

「（以下「小規模保育事業Ａ型基準保育士数」という。）」を加え、「保育従事者」を「保育

に従事する者」に、「当該保育士の数の３分の１以上」を「かつ、小規模保育事業Ａ型基準保

育士数の３分の１以上の数」に、「ものに限る」を「施設であって市長が認めるものについて

は、認可化移行計画の期間内に当該施設が小規模保育事業Ａ型基準保育士数以上の数の保育士

を配置することを条件として、当該基準を満たしているものとみなすことができる」に改め、

同号イに次のように加える。 

(ｳ) 利用定員 ６人以上 



第２条第５号ウ(ｲ)中「基準（」の次に「ただし、」を、「３分の１以上」の次に「数の」

を加え、「ものに限る」を「施設であって市長が認めるものについては、認可化移行計画の期

間内に当該施設が同条２項に規定する保育士数以上の数の保育士を配置することを条件として、

当該基準を満たしているものとみなすことができる」に改め、同号ウに次のように加える。 

(ｳ) 利用定員 ６人以上 

第２条第５号エに次のように加える。 

(ｳ) 利用定員 ６人以上 

第２条第５号を同条第４号とし、同条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

（補助事業） 

第２条 補助事業は、県要綱第２条第１号に規定する認可化移行運営費支援事業とする。 

別表中「第１１条」を「第１２条」に改め、同表第１号様式の項中「第４条、第７条及び第

８条」を「第５条、第８条及び第９条」に改め、同表第２号様式の項及び第３号様式の項中

「第４条及び第６条」を「第５条及び第７条」に改め、同表第４号様式の項、第５号様式の項、

第６号様式の項及び第７号様式の項中「第６条」を「第７条」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、公表の日から施行し、改正後の大和市認可外保育施設運営支援事業補助金交

付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、平成２９年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に改正前の大和市認可外保育施設運営支援事業補助金交付要綱の規

定によってした申請、決定その他の手続は、新要綱の相当規定によってした申請、決定その

他の手続とみなす。 


